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物価変動下の設備資産原価の配分
清水宗
I 
近代会計ほ貨幣単位安定の公準の上に成立してきたのであり，損益計算を
支配する原則として取得原価主義が確立している根拠の一つほ，貨幣単位安
定の公準にこれを求めることができる。物価変動が軽微である時期には，だ
れも，取得原価を基礎として減価償却費を計算し，固定資産原価の配分を行
なうことに，なんの疑問もさしはさまなかった。しかるに，一般物価水準が
上昇し，貨幣価値が低落し続ける時期には，収益がおおむね現在の貨幣で表
示されるのに，減価償却費は古い貨幣で記録された原価を基礎として計算さ
れるので，収益と費用との同一物価水準的対応が困難となって，利益が過大
表示されることになる。また，記録された固定資産原価そのものが，現在の
貨幣で表示される他の原価とは異質のものになっている。かような時期にほ，
貨幣単位安定の公準の上に立つ取得原価主義を再検討しなければならなくな
る。
そのさい，いぜんとして取得原価主義を固守する方法，取得原価主義を修
正し補充する方法，取得原価主義から離脱して時価主義をとる方法の三つの
進路が考えられる。この小稿では，財務会計の下で，三つの進路をとった湯
合の減価償却にスボットライトをあて，若干の考察を試みようとする。この
ことに関連して1961年の AICPAの会計研究報告第 1号が，諸会計団体の物
価水準変動会計の研究が実務へはそれほど大きな影響を与えてはいないよう
であるとして，会計専門家がAIAの企業利益研究会の報告書やAAAの補
足的報告書第 2号のような穏当な提案を実行に移すべきであるという趣旨の
(1) 
ことを述べているのは，会計計算としての可能性を顧慮しない理想論に対す
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る警告としてわれわれに示唆を与えている。
I 
われわれは，まず，予備的段階として，原価主義の減価償却論をとりあげ
るが，そのためには，種々の時価論，修正原価論に反対した代表者としてリ
トルトンの所説に触れたい。
まず， 1936年の一文の中で，修正計数よりもむしろ取得原価によって諸項
(2) 
目を表示してこそ大きな同質性が求められることを示唆し，また，購買力を
(3) 
もって価格に替えることにかなり明瞭に反対し，所有している財貨がまだ実
際の購買力ではなく，それらが市場に売り出されるときに初めて実際の購買
力になるとして，「固定資産の譲渡という事例は一つの継続企業にとって適切
とはほとんど考えないから，また，会計ほとくに継続企業のために設定され
るから，固定資産に関する限り，使用価値すなわち未償却原価が最高度に重
要であるに対し，交換価値すなわち時価は重要性がひじょうに少ないという
(3) 
ことになる」とまで言っている。また， 1938年の論文では，会計の機能につ
いて，「私は会計が一つの企業についての信頼しうる適切な情報を供給すると
(4.) 
いう一つの機能を持つと断定する」と述べ，「当該情報が信頼しうるためには，
客観的な証明可能な事実に基づいている必要があり，最も適当な客観的な証
明可能な事実は，独立の当事者間の特別の取引の価格総計（歴史的原価）で
(5) 
ある」と主張している。
このようにして，「序説」以前のリトルトンの所説では，評価を排斥して歴
(1) M. Moonitz, The Basic Postulates of Accounting, AICPA, Accounting 
Research Study No. 1, 1961, p. 46. （佐藤・新井共訳『会計公準と会計原則』昭
37. 中央経済社刊， 85~86ページ）
(2) A. C. Littleton, Book瓦eviews- Stabilized Accounting, by Henry W. 
Sweeney, 1936. - The Accounting Review, Sept. 1936, p. 297. 
(3) Ibid., p. 298. 
(4) Littleton, "The Relation of Function to・ Principles", The Accounting 
Review, Sept. 1938, p. 236. 
(5) Ibid., p. 237. 
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史的原価を重視する見解の根拠として，実用性，証明可能な客観性，同質性
が考えられており，購買力をもって原価に代えることにも反対していた。
ところで，「序説」「投下原価説」論文および「会計理論の構造」は，周知
のところであるので，ここでは立ちいらないこととし，それ以後の所説を見
るに， 1953年の論文では，「企業はひとつの制度であり，生産するために活動
するから，購買は企業の比較的小さなー局面である。保有資産のほとんどは
交換のために保持されるものではないから，起こりうる阪売時価によって保
(6) 
有資産を評価することは，いつも問題ではない」と述べ，保有利得の認識を
拒否する考えを言外ににおわせている。また， 1954年の論文では，諸勘定に
物価指数による修正を適用することによって諸勘定における歴史的原価資料
(7) 
を修正しようとする提案に反対しているが，このことは，彼が修正のもたら
す利得よりも修正によって失なう面にこそ留意するからであろう。
さらに， 1965年の論文では，会計研究報告第 1号「会計の基本的諸公準」
の中の言葉「会計資料は，すでに実際に行なわれ，あるいは行なわれるべく
予期される過去・現在あるいは将来の交換によって生ずる価格に基礎をお
(8) 
く」の時間区分に注意を換起している。彼によると，「現在の交換」という語
句の採用は，取替時価が他人の取引のことを言うにもかかわらず，取替時価
の広範な利用を公然と正当化するという。また，「将来において行なわれるべ
く予期される」という語句は，彼に従えば，企業の現実の経験を越えていっ
そう遠くに及ぶ語句であるとされる。そこで，彼は予期が諸決定に影響を及
ぽすのはもちろんであるが，それがために予期的要素を，企業の現実の経験
(9) 
からの資料と勘定において接触させるべきではないと主張する。
また，彼によると，「安定単位」の公準は「測定単位」の公準とともに，測
(6) Littleton, "Variety in the Concept of Income", The New York Certified 
Public Accountant, July 1953, p. 423. 
(7) Littleton, "But Is It Accounting", The New York C. P. A., Nov. 1954, 
pp. 691 ~ 692. 
(8) Moonitz, op. cit., p. 37.（前掲訳書， 75ページ）
(9) Littleton, "1:he Continuing Importance of Basic Concepts", The Inter-
national Journal of Accounting, Fall 1965, pp. 57 ~ 58. 
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定を企業会計の主な機能として示唆するが，その結果は，勘定資料を企業の
現実の取引経験から分離することになり，取替時価の使用，あるいは物価指
数による修正の勘定での利用に機会を与えることにもなるという。しかし，
彼は特定の企業の従前の現実の経験についての信頼でき検証可能な資料の準
備を会計の機能と考えるから，上の 2公準は会計機能に関する説得力のある
(10) 
一概念に調和しにくいとしている。
このようにして，彼にとって重要なのほ，原価主義に基づく資産原価配分
である。設備資産原価の配分額を意味する減価償却費によって表わされる費
用が事実を曲げているという非難には耳を傾けない。こういう考え方の基底
にある一つのものほ，経営活動と経済変動との相互作用から生ずる利益を，
経営者の貢献分と物価変動分とに適切に区別して計算する方法がないという
ことであると思う。しかし，われわれは，物価指数を取得原価に適用するこ
とによって物価変動分を分離できると考えるので，また，かつてメイの指摘
(11) 
するように，「いわゆる歴史的原価の伝統は伝統的ではない」ことはもちろん，
ジョンソンが説くように，「会計専門家は歴史的原価の仮定が無視されるべき
(12) 
ではないと言うが，実際はかれらは実務上その仮定を固守してはいない」の
であるから，われわれはリトルトン説に全幅的に同意することができない。
しかし，彼は物価指数によって修正した資料を補助財務表において示すこと
には反対してはいないので，彼の真意ほ予測的要素を会計機構中に織込んで
基準になる歴史的原価をあいまいにすることに警告を与えることであったの
．であり，もしそうだとするならば，その主張に耳を傾けなければなるまい。
それゆえ，われわれは，彼の消極論に限界が存していることを認めつつ，そ
の理論が，原価主義修正論および穏当な時価論の構造の中でもなお意義を持
(10) Ibid., p. 61. 
(11) G. 0. May, "Limitations on the Significance of Invested Cost", The 
Accounting Review, Oct. 1952, p. 438. 
(12) G. L. Johnson, "A Note on Current-Dollar Accounting", Kansas Business 
Review, Oct. 1965, p. 5.ジョンソンは，のれん，贈与，資産の交換，ドル価値法，
関係会社間の投資，評価替剰余金，低価法，副産物，原価配賦問題，等をあげてい
．る。
(13) 
っと考えている。
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以上のところで，われわれは， リトルトンの所説を窺って，そこでは原価
主義に基づく設備資産原価の配分が考えられることを明らかにしたが，こう
いう見解と異なり，修正原価主義の立場をとって減価償却問題に迫ろうとす
る見解がある。そして，この見解に属するものに，控え目に減価償却費のみ
を修正しようとするが，その修正を会計機構中に織込もうとの考えに立つも
のと，包括的な修正の一環として減価償却を修正しようとするが，それを報
告の上で表現するとの考えに立つものとがある
まず，われわれほ，設備資産原価の換算と減価償却に関するペイトンの所
説を顧みる。彼の設けている一例によると，ある特定の企業の記録された設
備資産原価が二つの項目から成りたっていて，その一つは一般物価指数が80
を示したときの40,000ドルの実際原価を表わし，もう一つは一般物価指数が
125の水準にあったときの20,000ドルの実際原価を表わしていることを仮定
する。さらに，各設備の耐用年数が10年と見積もられ，残存価額がなく，定
額法を採用すると仮定する。第 1の設備が8年間使用され，第2の設備が4
年間使用されてきた後の最近のある時期に，一般物価指数が 160を示してい
る。この時期に，その両設備資産の総原価，償却累計，未償却原価残高およ
び当年度の減価償却費，これらすべてを現在ドル貨幣で表現するには，取得
年度指数80と125を分母とし，現在指数160を分子とする乗数を用いて記録資
(14) 
料を共通ドルに換算する。
ところで，ペイトンにおいては，上記のように，設備資産の記録原価を統
ードルまたは共通ドルに換算することと，原始記録原価を取替原価に修正す
(15) 
ることとは区別されなければならないと考えられている。前者は取得原価主
(13) 拙稿「貨幣価値変動会計消極論」（「会計」第95巻•第 4 号，昭44.4. ），拙稿「貨
幣価値変動会計消極論再論」（「会計」第98巻•第 5 号，昭45.11. ）。
(14) Paton and Dixon, Essentials of Accounting, 1958, pp. 780~781. 
(15) Paton and Paton, Asset Accounting, 1952, pp. 323 ~ 324.: Paton and Paton, 
Corporation Accounts and Statements, 1955, p. 536. 
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義を放棄することなく，これを修正する方法であり，後者は取得原価主義か
ら離脱して時価主義をとる方法であるとされている。この考え方は，かのA
AAの補足的報告書第 2号「物価水準の変動と財務諸表」の中で示された，
「歴史的原価を一般物価指数をもって修正したものは取替原価とは別個のも
のであり，修正原価が慣習的取得原価の概念と異なるところは，修正原価が
貨幣価値の変動を認め，かつ，原価の償却や期間利益の算定にかような変動
(16) 
を反映させるという点にある」という見解と一脈相通ずるものがある。なお，
彼の理論は修正計算の適用範囲を減価償却費に限定せず，包括的な修正を目
指すものであるが，この点には立ちいらないことにする。
次に，メイの見解を顧みると，彼にあっては，原価に基づく減価償却費を
貨幣の購買力の変動によって修正することが中心となっており，そのために，
(1)減価償却費を二つの部分に分け，過去の原価に基づく部分は従前と同様に
減価償却引当金勘定に貸記し，調整額の部分は「取替原価の増大に備える特
別資本準備金」勘定に貸記する。 (2)物価水準が下降するとすれば，減価償却
(17) 
費勘定への貸記と「特別資本準備金」勘定への借記とを行なうのである。し
かも，彼は彼自身の見解に対する反対論には，自らの主張が原価主義からの
(18) 
離脱でないことを示唆している。
さて，彼によって主張されている処理法は，設備資産の再評価を行なうこ
となしに，また，ペイトンに見るように，設備資産原価の換算を行なうこと
なしに，減価償却費のみを修正原価基準に置くことになる。
ところで，このように修正原価主義の考えに立って減価償却を取り扱う見
解は， 1960年代にはいっても研究者によってかなり根強く受けつがれている。
たとえば， 1963年の AICPAの会計研究報告第 6号「物価水準変動の影響に
関する財務報告」がその典型である。それほ，補助的資料において，財務諸
(16) A. A. A., Accounting and Reporting Standards for Corporate Financial 
Statements and Preceding Statements and Supplements, 1957, p. 26.（中島省
吾訳編『A・A・A・会計原則』昭39. 中央経済社刊， 87~88ページ）
(17) J. 0. May, Business Income and Price Levels, an Accounting Study, 1949, 
pp. 66~67. 
(18) ・ Ibid., p. 68.拙著『商業会計』（昭35.ミネルヴァ書房刊） 204~205ページ。
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表のすべての要素を，貸借対照表日現在の一般物価指数によって修正するべ
(19) 
きであり，取替原価を導入すべきではない，という考え方に基づいて減価償
却をも取り扱っている。その例示を要約すると，次のとおりである。
一般物価水準変動のために各年度の減価償却費を修正するには，取得原価
に基づく未修正の減価償却費に，取得年度指数を分母とし，各年度指数を分
子とする乗数を掛けて，修正減価償却費を算出する。さらに，このようにし
て算出された各年度のドル貨幣での修正減価償却費を数年度にわたって比較
可能なものにするには，これらの修正減価償却費に，各年度指数を分母とし，
最終年度指数を分子とする乗数を掛けて，最終年度のドル貨幣での修正減価
(20) 
償却費を算出する。
おな，第 6号の意図するところは，付録Bおよび第6号の別冊付録からも
読みとることができる。そこでは，「通常，減価償却費を修正する最も簡単な
(21) 
方法は，修正原価額に正規の減価償却率を適用することである」と述べられ，
設備資産原価を現在ドルに修正し，これに償却率を乗じる例が示されている。
以上のところで見てきた統一ドル会計報告論およびその流派の換算手続で
は，さきに触れたAAAの補足的報告書第2号の中に示された見解と同様に，
原価の償却，ひいては期間利益の算定に貨幣価値の低落を反映させることに
なると思う。その場合，「企業の取引経験」に基づく記録を存続させて，複式
簿記の会計機構の外で換算手続をほどこすのであるならば，設備資産原価の
配分は持続されるのである。また，修正を減価償却に限って行なうとしても，
歴史的原価を保持しながら修正を会計機構中に織込む場合，調整額の分は減
価償却費（調整額）勘定に借記されると同時に，特別勘定に貸記され，設備
資産原価ほ，調整と関係なしに，原価に基づく償却費として切り崩されて行
(22) 
くから，設備資産原価の配分は持続されて行くと思う。かような修正原価主
(19) A. I. C. P. A., Reporting the Financial Effects of Price-Level Changes, 
Accounting Research Study No. 6, 1963, p. xi. 
(20) Ibid., pp. 35 ~ 36. 
(21) Ibid., p. 124.: The Accounting Research Staff of A. I. C. P.A., Appendixes 
B Through E-Financial Reporting of Price-Level Changes, 1963, p. 68. 
(22) 拙稿「原価主義修正論的滅価償却の会計機構」（「実務会計」第 2 巻•第 7 号．
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義の減価償却論においては，すべての修正原価主義の理論がそうであるよう
に，個別価格の変動を度外視して，すべての価格の変動を物価水準変動とし
て計測するところに長所がある。しかし，そこにこそ，その理論の限界が存
すると考えられるのである。ここに，この限界を超える別の考案が着想され
る必要があるが，時価主義の減価償却論はあますところなくこの要請に答え
うるものであろうかを次に考えてみよう。
IV 
上に見た原価主義修正論的減価償却説に対立して，時価主義に傾斜した減
価償却に関する見解が存在する。そして，この見解においても，減価償却費
のみを修正する考え方がある。たとえば，ヘンドリクセンが1961年の書物の
「部分的修正手続の提案」の個所で述ぺているところによれば，減価償却費
のみが修正されるときには，現在減価償却費が二つの金額に区別され，取得
原価に基づく減価償却費に等しい金額ほ，通常の減価償却引当金勘定に貸記
され，超過額は「特別資本リサーヴ」に貸記されている。彼は取替原価減価
(23) 
償却の一例として減価償却費のみの修正に言及しており，彼のいわゆる取替
原価は，取替資産の評価鑑定 (appraisals)や価値に基づくそれではなく，個
別の資産の価格指数，具体的には，建設費指数によって修正手続をふんだ取
(24) 
替原価である。
ところで，同様に，時価主義の減価償却論の範疇に含めることができるも
のでありながら，時価計算の適用範囲を設備資産に及ぼし，それを現行の会
計機構中に織込もうとするものに，ペイトンの時価償却論がある。
そこで，修正方式と未修正方式との両方で利益を示す仕方で再評価を行な
う妥協法に触れよう。妥協法による会計機構は，彼によると，次のとおりで
ある。
昭41.7.)．拙著『資産原価配分論』（昭42．森山書店刊） 222ページ参照。
(23) E. S. Hendriksen, Price-Level Adjustments of Financial Statements, An 
Evaluation and Case Study of Two Public Utility Firms, 1961, p. 14. 
(24) Ibid., p. 117．拙稿「時価主義の会計機構」（「企業会計」第18巻•第 7 号，昭
41.7.) 
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ある会社が原価100,000ドルの建物を所有し， 5年間使用してきた。耐用年
数を20年とし，残存価額がないとして，定額法で計算した償却累計は25,000
ドルを示す。このときに，建物勘定を現在原価基礎に置き，その後の減価償
却費をこれに基づいて計算することを決定した。取替原価が 250,000ドルで
あり，耐用年数と償却計算法に変更がないとすると，建物原価および償却累
計を表示しなおすために，（1）の記入が行なわれる。修正前記録とは別に，取
得原価と見積現在原価との差額が建物修正勘定に借記され，この増価分に対
する償却累計が減価償却引当金（修正）勘定に貸記される。価額引上修正純
額 112,500ドルの貸記は資本と留保利益とに区別することなく，株主持分の
補助的な区分として記録される。未吸収設備修正は将来吸収または他の処分
(25) 
を受ける仮項目とみなされている。
次に，評価替に続く年度の減価償却費は上記の現在原価に基づいて計算さ
れ，（3）の記入が行なわれる。このあとの手続は減価償却費を損益勘定に繰り
込むことであり，現在原価に基づく減価償却費全額が期間費用に含まれてい
て，棚卸資産には付着しないとすると，費用，収益勘定残高を損益勘定に振
(26) 
り替えるために，（4）の記入が行なわれる。
さらに，いったん現在原価基準で計算した利益を原価基準に戻すため，当
該年度の減価償却費として吸収された建物原価の増加額を，（5）の記入によっ
て未吸収持分修正勘定から損益勘定貸方へ振り替える。こうして，最終の純
利益からは修正の効果が除かれてしまい，利益は慣習的な原価基準で公示さ
れ窄。
最後に，未修正基準による純利益が，現在原価基準による修正純利益を上
(25) Paton and Paton, Asset Accounting, 1952, p. 339.なお，建物および償却累
計を表示しなおすのに不可欠の手続ではないが，もし， 150,000ドルという建物修
正総額に適用できる現在までの償却累計に一致するに足る金額の留保利益があると
仮定すれば，修正額150,000ドルのうち経過した耐用年数に相当する金額だけ留保
利益を処分して，これを特別の利益勘定に振り替えることが望ましいとされる。
(2)の記入がこれであり，振り替えられる留保利益は凍結されて非公式に資本化
される (Ibid.,pp. 340~341 and 344.）。
(26) Ibid., pp. 341 ~342. 
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廻る金額だけ，換言すれば，建物原価の修正から生ずる減価償却費の増加の
金額だけ留保利益を処分し，これを特別の利益勘定へ振り替える。 (7)の記入
がそれであり，こうして特別勘定に振り替えられる金額ほ配当金として分配
(27) 
されることなく凍結されて非公式に資本化される。理解を容易にするため，
会計処理を示しておく。
(1) Dr.建物一時価に修正 150,000 Cr.｛建株物主持減分価ー引未当金吸収（設修正備）修正
37,500 
112,500 
(2) Dr.留保利益 37,500 Cr 留保増加利益一吸収されたる積設立備金原価
'の 分をカバーす 37,500 
(3) Dr.減価償却 費 12,500 Cr.｛魏喜塁畠訃塁書〗塁塁息価） 5,000 7,500 
(4) Dr.損 益 465,000 Cr.諸 費 用 465,000 
Dr.諸 収 益 500,000 Cr・損 益 500,000 
(5) Dr・収株設主持備分修ー正未吸 7,500 Cr.損 益 7,500 
(6) Dr.損 益 42,500 Cr．留保利益 42,500 
(7) Dr.留保利益 7,500 Cr. 留増保加利益一吸収されすた設積備原金価
の 分をカバーる立
7,500 
さて，上に見た時価償却の見解に相通ずるもので，会計機構との関連につ
いて格別の考慮を払っているものに，エドワーズの時価償却論がある。
彼は，（1）物価が変動しない安定した情況の仮設例，（2）すべての価格が変動
し，固定資産価格も比例して変動するという仮設例，（3）価格変動がその会社
の使用する固定資産に限られ，その価格変動が一般物価指数を変動させるに
足りないという仮設例，（4）一般物価指数と固定資産価格指数との両者の変動
が同じでないという仮説例を掲げている。第 1から第3の仮設例を中心とす
(28) 
る彼の論述については，すでに黒沢教授によって手際よく記述されているか
ら，ここでの論究は極力重複を避け，会計機構について彼の所説の要点と思
われるものを，われわれなりに把握することとしたい。
まず，彼は修正にさいして用いる指数については，一般物価指数と固定資
産価格指数とを考えており，前者は当該企業とは無関係に客観的に作られる
外部的指数であり，後者は客観的に決定された基準に従って各企業によって
（のために），あるいは産業によって作られる内部的指数であるとしている。
(27) Ibid., p. 343. 
(28) 黒沢清稿「減価償却の総合的研究序説」（「エコノミア」第20号）
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(29) 
なお，計算上，物価変動が各期首に生じるということを前提としている。
次に，彼にしたがって，第4の仮設例に関する論述を簿記的に要説してみ
ると，評価増の金額が「固定資産価値修正勘定」に借記され，この金額は未
実現資本利得総額であると考えられている。そして，この総額は，潜在的に
実質的な部分と，潜在的に貨幣的な部分とに分けられて，それぞれが未実現
(30) 
実質的資本利得勘定と，未実現貨幣的資本利得勘定とに貸記される。このよ
うにして，現在原価に基づく減価償却費が減価償却費勘定に借記されるが，
それと同時に，減価償却引当金勘定には，歴史的原価に基づく償却費として
切り崩された金額が貸記される。そして，現在原価に基づく減価償却費の額
と，歴史的原価に基づく償却費の額との差額は，固定資産価値修正勘定に貸
記されている。
次に，固定資産の使用（および保有）によって，現在原価に基づく減価償
却費と，歴史的原価に基づく減価償却費との差額は実現すると考えられてい
る。ただし，この差額の中で，購買力原価（歴史的原価に一般物価指数を乗
じた）に基づく減価償却費と，歴史的原価に基づく減価償却費との差は，実
現した貨幣的資本利得として，未実現貨幣的資本利得勘定から留保利益勘定
へ振り替えられ，また，現在原価に基づく減価償却費と購買力原価に基づく
・減価償却費との差は，実現した実質的利得として，未実現実質的資本利得勘
(31) 
定から実現実質的資本利得勘定へ振り替えられる。
以上のところで，エドワーズが物価変動下の減価償却政策として説くとこ
ろを会計機構の面から浮彫にしようとしたが，まず注目すべきことは，実現
(32) 
公準＝原価主義の見解から離脱して，使用を通じての実現という見解が打ち
出されていることである。ほぼ同じころメイが「実現公準には多くの破綻が
すでにこれまでにあったし，将来もっと多くの破綻があるだろう。この事実
(29) E. 0. Edwards, "Depreciation Policy under Changing Price Levels," The 
Accounting Review, April 1954, p. 275. 
(30)_ Ibid., p. 276. 
(31) Ibid., pp. 276~277. 
(32) A. I. A., Changing Concepts of Business Income, ・1952, p. 27 
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(33) 
のみが実現公準の妥当性について疑問を提出するだろう」と述べたことを合
わせ考えると，実現観の推移をそこに見出すことができよう。しかも，「資産
(34) 
が記録される方法は収益認識の概念によって影響を及ぼされる」と述べたジ
ョンソンのことばはここに当てはまる。第2に注目すべきことは，現在原価
が会計機構中に織込まれても，取得原価の配分が持続されていることである。
なぜなら，固定資産価値修正勘定に評価増が記入され，現在原価に基づく減
価償却費が減価償却費勘定に借記されているが，固定資産勘定はそのままで
あり，歴史的原価に基づく減価償却費は引当金勘定に貸記されているからで
ある。 ． 
以上のところで見てきた時価償却論には，問題点がないわけではない。ペ
イトンが妥協法について語るさいの取替原価は，仮りに取替が行なわれると
(35) 
したら，実質的に同じもので取替えられるだろう型の建物の取替原価である
が，マーチヽノも想定するように，現実の継続企業は，インフレーションによ
ってたえず上昇する価格でいっそう新しい型とたえず取替えられている耐用
(36) 
年数の異なる多くの機械を有しているのである。ペイトンも取替原価の意義
(37) 
を説くさいには，取替原価指数の使用に触れて測定困難なときの処理を考え・
ているから，一貫して指数による測定を考えた方がよい。他方，エドワーズ
においては，一般物価指数により購買力原価を，また，固定資産価格指数に
より現在原価を計算しようと考えられているから，論旨は一貫している。し
かも，一般物価水準の変動と個別の資産の価格変動とを区別する考案も着想
されている。しかし，その着想は，暗黙のうちに現在原価が購買力原価を上
廻わるならば，という条件を設定している。したがって，購買力原価が現在
原価を上廻わる条件の下では，上述の区別をいったいどのようにして会計的
(33) "A Talk with George 0. May," The Journal of Accountancy, June 1955, 
p. 41. 
(34) Johnson, op. cit., p. 4. 
(35) Paton and Paton, op. cit., p. 339. 
(36) S. A. Martin, "A Managerial Approach to Depreciation and Deferred 
Income Taxes", The Business Quarterly, Spring 1959, p. 29. 
(37) Paton and Paton, op. cit., p. 324. 
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に認識するのか，ということが問題となってくる。われわれの実験の結果で
は，そうした条件の下では，彼の第2，すなわち，すぺての価格が変動し，
固定資産価格も比例して変動するという状態に準じて計測を行なうほかはな
い。そして，そのことは，とりもなおさず，修正原価主義の減価償却に立ち
戻ることを意味する。それにしても，ペイトンの妥協法の見解やエドワーズ
の時価償却論は，時価主義の減価償却を会計機構との関連において説明し，
時価主義の減価償却を現行の会計機構中に織込む関係を勘定記入的に明らか
にした点は評価されなければならない。
V 
以上のところで，物価変動と減価償却という題目の下に，若干の見解を原
価主義の減価償却論，修正原価主義の減価償却論，時価主義の減価償却論に
分類して，その特徴を明らかにしようと試みたが，それぞれの長所が反面で
は短所となり，短所が反面では長所となっている関係が見られるから，＿物価
変動の態様に応じてまた業種に応じて各見解が意義を持ちうる。そのさい，
会計制度の統一という課題の達成を忘れてはならない。この小稿での主題の
下で何よりも重要な点ほ，会計計算としての可能性を顧慮しない理想論をつ
つしみ，実務に影響力を持ちうる理論の樹立に努め，こうした観点から，各
種の見解の可能性と限界とを認識することである。たとえば，一般物価の変
動と個別価格の変動とを区別して，これに会計的認識を与えるべきであると
主張されても，どのように会計機構中にそれを織込むかという挙証責任は久
しく回避されたままであったと言っても過言ではあるまい。勘定処理を重視
するペイトンも，一般物価水準の上昇と個別の価格変動との両者を容易に区
別しがたいものと考え，実際問題としては両者を区別しようと試みても何に
(38) 
もならないと考えていたと思う。それゆえ，個別の価格変動があっても，そ
れが無視されてよいほど軽微であるさいには，上述の区別に会計的認識を与
えることを断念した第 2の進路，すなわち，修正原価主義の考えが存在する
余地が十分あるのである。
(38) 拙著『資産原価配分論』 245ページ。
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さて，第 2の進路に関連して触れた統一ドル会計報告論およびその流派の
換算手続をとる場合に，現行の会計機構を存続させて，歴史的原価基準の財
務諸表を公表すると同時に，それに換算をほどこす過程で減価償却を含む包
括的修正を行ない統一ドルによる修正財務諸表を通じて修正原価に基づく
減価償却を表示するのであるならば，いわゆる「企業の取引経験」に基づく
資料である歴史的原価に基づく減価償却を保持しながら，修正から有用性を
得ることができよう。また，第 2の進路をとるさい，修正を減価償却に限っ
て行なうとしても，歴史的原価を保持しながら修正を会計機構中に織込むな
らば，その修正は，上記の行き方とは異なり，情報を伝達する以前の段階で
ある情報の記述の段階で行なわれるものであり，包括的ではないという意味
で控え目であったとしても，設備資産が資産中に占める比重の多大な企業で
は，有用性を持つであろう。
ところで，第 3の進路に関連して触れたエドワーズの時価償却論の場合に
は，彼自らは経済的利益の計算のためには歴史的原価が放棄されるとしてい
るが，その会計機構を見るならば，歴史的原価を保存することにいかに苦心
しているかがうかがわれる。彼がその後，ベルとの共著で「原価節約」とい
(39) 
う用語を使用しているのも，基準になる歴史的原価を意識してのことであろ
ぅ。どのように時価主義を主張しても，会計機構にそれを導入しようとする
限り，歴史的原価を水没させるべきではない。われわれが，かねてから，現
在一般に認められている慣行を尊重することと大きく矛盾しないようにして
(40) 
変更を受け入れることが大切であると，主張しているのも，第2の進路をと
るさいでも，また，第3の進路をとるさいでも，歴史的原価を温存させる会
計機構をこそ尊重する必要があるということであり，会計機構においてそれ
が不可能となるならば，会計報告，すなわち，単に情報の伝達において，第
2または第 3の進路をとる行き方が望ましいということである。
(41) 
最後に，期間慣習は17世紀に成立したものであり，価値と配分思考との結
(39) 伏見，藤森訳『意思決定と利潤計算』（昭39.日本生産性本部刊）参照。
(40) 前掲拙著，序文， 3ページ。
(41) 拙稿「会計の基本仮定の成立」（「企業会計」第22巻•第 5 号，昭45.5. ）。
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びつきは，動態論の崩芽期に認められるので，現代経済社会の一大奔流の中
で，期間配分の客体は歴史的原価のみではなくなり，そこに配分概念の拡大
を考えることが可能であるということをとくに付言しておきたい。なお，こ
のことは別の機会に改めて論ずるつもりである。
